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1　はじめに

近年、障害者の雇用者数は年々増加傾向にある。
「令和 2年度 障害者雇用状況の集計結果」によれ
ば、民間企業の障害者雇用数は 578,292 人、実雇用
率は 2.15％で過去最高を更新した（厚生労働省
2021）。また、「障害者の就業状況等に関する調査
研究」によると、発達障害者の定着率は、3か月後
では 84.7％、1年後では 71.5％と 3割程度が離職し
ている。知的障害者の職場定着率では、3か月後で
85.3％、1年後では 68.0％と 3割程度が離職してい
る（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構障害者職業総合センター 2017）。
知的障害者は、早期に離職してしまうと、次の

就職先を見つけるまで長い時間を要してしまうこ
ともあり、自尊感情の欠損や就労意欲の低下に繋
がりかねない（中島 2013）。そのため、早期離職を
防いでいくことが喫緊の課題であり、訪問型職場
適応援助者には事業主に障害理解や合理的配慮を
説くだけではなく、知的障害者が職場に適応して
いくための方法をわかりやすく示していくことが
求められている。
一方、2014 年の「国連障害者権利条約」の批准
に伴い、知的障害者が「働きがい」を感じて就労
を続けていくために配慮すること、つまり障害者
雇用の質の充実を図っていくことが事業主に求め
られるようになった。これまで、知的障害者の差
別解消や虐待防止といったマクロな制度改革が進
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められるなかで、知的障害者を雇用する事業主の
問題として、個人の対応についての体系的な方法
論が必ずしも示されてきたわけではなかった。も
ちろん、「環境の中の個人」といった関係的な認識
に基づく方法論は、ソーシャルワークの領域にお
いて、当初より主張されてきた。そこで求められ
ることは、個人が現実の環境にどのように関係し
ているのかを記述し、さらにその個人が関係のあ
り方を選択していくための方法論であった。しか
し、知的障害者の就労支援において、科学的で実
証可能な方法論は、現状でもまだ完成されている
とはいい難い。
若林ら（2016）は、訪問型職場適応援助者によ
る援助は、知的障害者の就労定着に求められる仕
事のスキルに加え、上司や同僚の障害者雇用にお
ける負担感を減らすという効果があることを示唆
した。これまで、雇用現場で起こる問題の対応で
は、知的障害者と共に働く上司や同僚が主に関
わってきた（小川 2000）。そのことから、知的障害
者の就労支援において、訪問型職場適応援助者に
よる直接的・間接的な援助は不可欠だといえる。
そこで本研究は、知的障害者の就労支援におい
て、訪問型職場適応援助者が用いる手法を概観し、
就労支援における実証可能な方法論について検討
する。

2　就労支援の手法に関する課題

日本では、障害者の雇用現場で抱える様々な問
題に対する具体的な支援方法に関して、実証的な
研究があまり行われてこなかった。小川（2001）
は、訪問型職場適応援助者による援助に関して、作
業手順習得の指導・介入方法として応用行動分析
学的手法である「課題分析」や「システマティッ
ク・インストラクション」について紹介した。し
かし、作業手順の習得以外の問題については、知
的障害者にどのような指導・介入方法が効果的な
のか、具体的に触れられていない。こうした状況
下で、どのような手法が進められているのであろ
うか。
障害者職業総合センターが実施している訪問型
職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修では、職

業リハビリテーションの理論や職場適応援助者の
役割についての講義であったり、作業指導の演習
など、いくつかある研修プログラムの中に、障害
者に手本を示した後、一緒に作業し、次に一人で
やらせる等、応用行動分析的な手法が含まれてい
ることが示されている。応用行動分析の理論に基
づいて機能的アセスメントを行い、行動を形成し
持続させる指導方法は 9％と高くない（障害者職業
総合センター 2008）。さらにいえば、「作業手順の
見本を示す」、「手順書を作る」などは、様々な就
労支援関連の書籍などで入手可能な情報であり、
そのような支援の手法だけが実践に取り入れられ
ている。つまり、実践が先行しているものの、理
論的裏づけについては知られていないため、介入
効果が明確ではなく、手法が限定的に扱われてい
る。また、支援者個人の経験あるいは直感により
支援が進められてきたといえる。そうしたことか
ら、この領域では実践が先行しており、実践から
得られた知見の集約や洗練化、実践への還元の必
要性があまり認識されていないことが課題である
といえよう。
若林（2009）はこの要因に関して、日本におけ
る就労支援を研究する研究者層の薄さを挙げてい
る。その根拠として、日本で就労支援の専門職を
養成するための大学・大学院教育がまだ行われて
いないことや、日本職業リハビリテーション学会
以外のさまざまな学会が発行する各学術雑誌で、
障害者就労の問題、特に障害者の一般就労を取り
上げている研究の占める割合が少ないことを挙げ
ている。
一方、アメリカにおける障害者の就労支援に関
する研究は、日本よりも圧倒的に多い。職業リハ
ビリテーション分野の雑誌で見られる研究のほと
んどが、障害者就労の問題と関連している。そし
て、それらの論文の多くに応用行動分析の方法論
に基づいた研究が報告されている。その要因とし
て、アメリカの障害者就労支援の研究者は日本に
比べてかなり多いことが挙げられる（八重田
2002）。
以上のことから、障害者雇用の現場で抱える
様々な問題に対する具体的な方法として、「行動」
という単位を軸とした応用行動分析的アプローチ
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を取り上げ、その枠組みについて概観する。

3　応用行動分析的アプローチの変遷

これまで、応用行動分析に基づいた研究に関し
ては、自閉症児の行動をターゲットとした「療育
アプローチに関する研究」と、彼らに関わる援助
者の関わり方をターゲットとした「セラピー行動
に関する研究」に大別することができる。前者に
ついては、1960 年代以降、言語行動、日常生活ス
キル、身辺自立スキル、社会コミュニケーション
スキル、アカデミックスキル等の「適切な行動」の
獲得や問題行動の改善等、特定の行動をターゲッ
トにした方略として、環境を統制し、教授に必要
な内容だけを環境に配置して学習させていく「不
連続試行法（DTT；Discrete Trial Teaching）」、自
然な環境下で、様々な刺激を提示しながら、いく
つもの「適切な行動」を強化し、学習を促す「機
軸行動発達支援法（PRT；Pivotal Response 
Treatment）」、「早期集中行動介入（EIBI；Early 
Intensive Behavioral Intervention）」等による介
入効果のエビデンスが単一事例研究によって示さ
れてきた。また、自閉スペクトラム症児に対する
応用行動分析の原理に基づいた代替コミュニケー
ションの方法として、絵文字交換式コミュニケー
ションシステム（PECS；Picture Exchanged 
Communication System）がある。
一方、成人や障害者の行動変容に関しては、行
動療法による対処法の成果が証明されてきた。行
動療法において「障害」は改善・治療の対象であ
り、問題行動の減少、あるいは除去することを目
指している。例えば、消去（Gilbert 1975）やタイ
ムアウト（Gast and Nelson 1977）、レスポンスコ
スト（Kazdin 1972）、オーバーコレクション（Foxx 
and Azrin 1972）などの嫌悪的技法があるが、これ
らは、問題行動自体に注目した対処療法的な方法
であり、単独の適応では永続的で根本的改善とは
ならないことや、嫌悪的で制限的な対処法である
との批判を受けてきた（Favell and Reid 1988）。
そうした中、問題行動の要因の一つとして、コ
ミュニケーション・スキルの不足を指摘し、問題
行動に対する代替コミュニケーションを形成する

ことで問題行動の減少に成功した（Carr and 
Durand 1985）。そして、行動変容プログラムは、
「障害」を社会的障壁と捉え、問題行動の維持の随
伴性の分析を行い、環境の変容をも視野に入れた
アプローチへと移行していった（望月 1993）。この
随伴性を分析する手法として、機能的アセスメン
トに基づいた方法論が発展してきた。機能的アセ
スメントにより、行動に影響を与える事象を特定
し、環境を調整したり、その行動が果たす機能と
適切な行動を形成することで永続的な問題の解決
を図ることが可能となった（Frea,Koegel and 
Koegel 1993）。
これまでの先行研究から、問題行動の多くが、こ

だわり行動がベースになっているということがわ
かってきた。Bakerら（1996）は、こだわり行動
を適切な行動に変容することで、障害者の社会的
相互作用を改善した。また、こだわり行動自体を
強化子として問題行動を改善した事例もある。

Charlopら（1996）は問題行動の不生起に、こ
だわり行動を随伴して問題行動を減少させた。さ
らに、こだわり物をトークンに用いることで、標
準的なトークンを用いるよりも作業の遂行率が増
大し、作業中の問題行動が減少することが明らか
となった（Charlop and Haymes 1998）。その後、
自閉スペクトラム症を伴う知的障害者の就労支援
に関する報告がなされるようになり、その全てが
応用行動分析に基づくものであった。
例えば、課題分析に基づき手順を細分化して作
業を教えるもの（Gold 1976）、課題分析と「言語
のみ」、「言語＋モデリング」、「言語＋身体的誘導」
のレベルの異なるプロンプトを組み合わせ 180 以
上のステップからなる作業を指導したもの
（Cuvo,Leaf, and Borakove 1978）、分化強化によ
り作業課題に注目させようとするもの（Jackson 
1979）、自己監視により作業効率や従事行動を増加
させようというもの（Zohn and Bornstein 1980）、
職場定着に必要な社会技能を教えるもの
（Gibson,Lawrence,and Nelson 1976）等が報告さ
れた。
日本でも、小塩ら（1983）がこれらの研究の延
長線上にある作業スキル習得指導に関する報告を
行っている。これらの多くは実際の雇用現場では
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なく、障害者職業センターや特別支援学校で行わ
れたものである。また、指導する作業内容も福祉
施設の作業種目の域を出ていないものであった。
その後、福祉施設等の援助者が訪問型職場適応援
助者として企業に出向き、そこで応用行動分析を
ベースに自閉傾向のある知的障害者を指導し、一
般企業への職場定着を支援するようになった。
1980 年代に入ると、一般企業における就労支援

の研究が試みられるようになった（Rusch and 
Menchetti 1981）。また、大企業における障害者雇
用の取り組みも報告されている（Brickey and 
Campbell 1981）。このような一般企業における
Supported Employmentの取り組みを基に、職場
定着や一般就労につなげるための方法論がモデル
として報告されてきた（Wehman and Kregel 
1985）。そして、1986 年のアメリカのリハビリテー
ション法の改正を契機に、Supported Employment
が制度化されることとなった。
1980 年代後半のアメリカにおける就労支援の方
法論に関する研究では、ジョブコーチによる支援
効果を報告したものが多い。例えば、ジョブコー
チによる作業スキルの習得を報告したもの
（Test,Grossi,and Keul 1988）、社会技能の習得を
報告したもの（Huang and Cuvo 1997）、作業場面
においてセルフ・マネジメントの技法を活用した
もの（Hughes and Rusch 1989）など、応用行動
分析を基にした就労支援の研究がある。ジョブ
コーチが行う応用行動分析に基づく作業指導・介
入の基本的な手法として、課題分析および習熟に
合わせて各ステップのプロンプトレベルを徐々に
浅く（身体的誘導⇒モデリング⇒ジェスチャー⇒
言語）していくことから成る「システマティック・
インストラクション」が、Supported Employment
に関するテキスト（Wehman, Sale, and Parent 
1992）に記述されている。
日本では、小川（1993）により紹介されて以来、
2004 年に職場適応援助事業において制度化された
訪問型職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修
で扱うべき項目にも、「システマティック・インス
トラクション」が規定された。その後、Supported 
Employment（援助付き雇用）が進む中で、訪問
型職場適応援助者による直接的なスキル習得支援

に関する研究から、訪問型職場適応援助者が職場
からフェイディングするために必要なナチュラル
サポート等に関する研究へと重心が移ることと
なった。これは、訪問型職場適応援助者に必要だ
とされる手法が、障害者への直接的な援助だけで
はなく、事業主側にある資源、たとえば上司や同
僚からの配慮など、ナチュラルサポートを形成す
るための間接的な援助も含めたものへと変化して
いった。この変化は、訪問型職場適応援助者が障
害者に対して援助を行うだけの存在から、事業主
側に対するコンサルタント的な役割を持った専門
職として、その存在が認められるようになったこ
とを意味する。
次に、日本の職業リハビリテーションサービス
における訪問型職場適応援助者の役割と応用行動
分析に基づく手法との関連について考察する。

4　課題分析を用いた就労支援

日本の障害者雇用施策は、障害者に職業リハビ
リテーションサービスを提供し、障害者の職業能
力や職務遂行能力を高めて障害者雇用を図ろうと
してきた。しかし、この施策では、職務遂行能力
が十分でなければ、障害者は雇用現場から排除さ
れ、福祉的就労でしか働けなくなる。これまで、環
境を改善し、障害者にマッチングするように職務
内容を改編して就労させる支援は十分ではなかっ
た。
アメリカでは、一般的に、 S u p p o r t e d 

Employment（援助付き雇用）の手法として応用
行動分析が取り入れられている。しかし、日本で
は応用行動分析の方法論に基づいた就労支援を実
施しているところはほとんどみられない。そこで、
知的障害、特に自閉スペクトラム症に関する先行
研究を見ると、TEACCHプログラムによる紹介と
実践（佐々木 1993）、支援事例やプログラムに関す
る紹介（小川・柴田・松尾 2006）、就労実態に関す
る調査（杉山 1998）、制度や専門家等に関する意見
陳述（小川 2002；梅永 2005）が中心となっている。
これらの研究は実践に示唆を与えるものではある
が、支援方法の有効性は十分に検討されていない。
つまり、就労支援に関して実証的に検討した研究
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はほとんど見当たらない状況である。また、就労
支援の手法について紹介した研究はあるものの、
それらは、知的障害者や自閉スペクトラム症者の
就労支援に関わってきた専門家が、自身の経験や
障害特性等を考慮した上で標準的な支援技法につ
いて記述するといった内容に留まっている。山田
（2006）や志賀（2006）は、知的障害者や自閉スペ
クトラム症者の職業上の課題とその対応方法につ
いて報告している。しかし、具体的にどのような
援助をしたらよいのかについては、明確に触れら
れていない。
これまで述べてきたように、職業リハビリテー
ションサービスでは、まず、障害特性に対する理
解、職務設計など、障害者と職場環境の両面から
アセスメントが実施される。それと同様に雇用現
場においては、訪問型職場適応援助者がいなくて
も職場の同僚から適切な対応が得られるようにす
ることも重要な視点である。例えば、知的障害者
への関わり方が分からない場合、訪問型職場適応
援助者が一から教示しないまでも、支援ツールが
あることで、問題が発生した時に適切な対応を行
うことができる（松田ら 2009）。つまり、障害者雇
用は特別なことではなく、ごく普通の日常である
ことを職場の上司や同僚に伝えていくことが必要
である。
雇用現場における訪問型職場適応援助者の役割
とは、事業主側に障害特性に配慮した雇用管理、配
置、職務内容の設定に関する助言等を行ったり、障
害者に業務遂行力、職場内のコミュニケーション
能力の向上、健康管理、生活リズムの構築等の援
助を行うことである（小川 2000）。また、作業内容
の設定については、課題分析、すなわち大まかな
仕事の手順を把握するための作業を行っている。
具体的には、職務の課題を分析することにより、一
連の複雑な行動からなる仕事を小さな行動単位に
分解し、手順を時系列に、あるいは段階的に並べ
て記載している。それは、具体的な支援方法を整
理することでもある。特に、知的障害がある場合、
より細かな課題に分けることで、ひとつの作業を
遂行することが可能になることが多い。さらに、
個々の課題について、訪問型職場適応援助者がど
のような介入を行ったのかを記録することでアセ

スメントに繋がることになる。
例えば、プロンプトを具体的に 4つの階層（①
言語指示、②ジェスチャー、③見本提示、④手添
え）に分け、一連の作業をアセスメントすれば、ど
の課題について介入度が高いのか、どのように介
入は変化したかを記録することで、訪問型職場適
応援助者による支援のエビデンスにも活用するこ
とができた。また、障害者の作業行動を維持する
ための体制を整えるために、①受け入れ事業所に
環境設定を要請する点、②システマティック・イ
ンストラクションの技法を職場の社員に教授する
点、③各要素が連携することを長期的にフォロー
する点から、それは一貫して当事者の「できない」
ことを「できる」ようにするために社会に働きか
ける活動であると考えられた。
しかし、重要なのは、知的障害者が「働きがい」
を感じて仕事を続けられる環境を整備することで
あり、訪問型職場適応援助者や上司、同僚との関
わりが、より良い関係へと変化することである。新
たな作業を教える際には、その作業を課題分析し
て指導することが求められる。細かく分けられた
構成要素ごとにどのようなプロンプトがあれば、
その要素の行動ができ、時間経過とともにその手
助けが必要でなくなるのか、どのようにすれば自
立した作業ができるようになるのか、それを確認
するために支援経過を記録することが必要とな
る。つまり、知的障害者が環境に適応していくた
めの方法が分かれば、行動を変える明確な情報と
なり得る。たとえ、環境や仕事が変わっても、具
体的に記述された情報があれば、環境に適応する
ために行動変容することが可能になる。こうした
情報を基に、何らかの方法論やアプローチを活用
することで効果を発揮すると考える。しかし、知
的障害者の就労支援に課題分析を用いた指導をし
たとしても、十分な記録をとっているとはいえず、
そのため、今後の指針となるような情報に繋がっ
ていないのが現状である（望月 1993）。
課題分析に基づく支援結果として、プロンプト
の種類・有無を基にした自立遂行率しか表示され
ていない。さらに、支援経過には、強化の種類や
有無、どのように初期の課題分析を障害者に合わ
せて変更して行ったか、そこに知的障害者による
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工夫がどのように反映されたのか等、盛り込める
情報が多くあるにもかかわらず、これらを活かせ
ていない（望月 1989）。したがって、課題分析には
応用行動分析の理論が背景にあるものの、就労支
援の現場ではその理論を抜きにして、単に形だけ
を利用していると考えられる。

5　  行動随伴性（ABCパラダイム）を用いた
就労支援

応用行動分析では、人の行動をレスポンデント
とオペラントの 2つに分けて考える。レスポンデ
ントとは、特定の刺激によって誘発されるタイプ
の行動であり、オペラントとは、人が自発して、そ
の後の環境の変化により、将来、その行動の生起
頻度が変化するという性質を持つ。例えば、対象
者が何らかの仕事を行うということは、自発する
タイプの行動であり、オペラントとして捉えるこ
とができる（望月 1989）。そこで、オペラントにつ
いて基本的な原理を説明するには、「反応」と「行
動」という類似の言い方があり、それらを区別し
て用いる場合と、区別しないで用いる場合がある。
本研究においては、行動随伴性（ABCパラダイム）
という枠組み全体を念頭にして言及するときは
「行動」という単語を用いる。また、行動随伴性の
中の 1つの要素として特定の動きについて言及す
るときは「反応」という単語を用いる。
先述したように、オペラントの特徴は、反応の
直後の刺激の変化によって、将来の反応の生起頻
度に影響を受けるというものである。例えば、①
知的障害者が文字カードを職員に提示するという
反応をする。その後、②職員や同僚とのコミュニ
ケーションがスムーズに行えるという刺激変化が
伴われる。この刺激変化によって、③知的障害者
が文字カードを職員に提示するという反応は起こ
りやすくなる。仮に文字カードを提示しても何の
変化も生じなければ、恐らく反応は減少していく
ことになるであろう。この例のように、反応の後
に出現あるいは増大することで、その後の反応の
生起頻度を上昇させる刺激のことを応用行動分析
では、「正の強化子」といい、反応後の刺激の出現・
増加により、反応の生起頻度が上昇する関係を「正

の強化」という。正の強化の「正」は「肯定的」と
いう意味ではなく、数学的な「正負」の「正」の
意味に近い。また、反応の出現や増大ではなく、反
応の消失や減少により生起頻度を上昇させる関係
を「負の強化」という。人の反応は、正の強化に
よっても、負の強化によっても増加・維持される。
正の強化によって維持される場合は、その反応、場
面全体なども好きになっていき、やりがいを感じ
るようになる。しかし、負の強化によって反応が
維持されている場合は、逆に嫌悪を感じるように
なる。
以上のように応用行動分析は、適切な強化子を
選定、アレンジすれば、知的障害者の行動を増や
したり減らしたりすることができるというテク
ニックとしての特質をもっている。そのことから、
テクニックとしての応用行動分析を強調すること
は、ともすると応用行動分析以外の行動アプロー
チとの境界をあいまいにしてしまい、その本質を
見失う恐れがあると考える。
望月（2007）は、正の強化によって維持される
行動の選択肢が拡大していくこと、それこそが
QOL（生活の質）であると述べた。何が正の強化
子で、何が負の強化子かということは、一定の法
則があるわけではなく、個人の状況により強化子
の機能は変化する。あくまでも反応の直後にある
刺激が出現し増大することで、当該の反応が強化・
維持されるならその刺激は、「正の強化」と決まる。
こうした直前の反応を増加させるのか、あるいは
減少させるのかという強化子の機能を見るために
は、行動の繰り返しの中で反応の増減を見ていく
ことが必要となる。こうした人の反応は何もない
状況で生じるわけではなく、何らかの刺激状況の
下で自発される。特定の刺激状況下である反応が
自発され、正の強化子が伴うということが何回か
繰り返されると、その特定の刺激状況下である機
能を獲得していく。
例えば、知的障害者の職場実習で、作業完了報
告と作業評価が一致せず、不完全な状態が見られ
るような場合、訪問型職場適応援助者は、「できて
いません」と指摘するのが一般的である（表 1）。
しかし、障害者が訪問型職場適応援助者からの作
業評価を次の作業遂行の手がかりにしていたとす
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ると、自立的に作業を遂行しているとはいえない
ことになる。そこで、仮に褒められる・叱られる
というそれぞれが、自発的な反応を増やす・減ら
す働きを持っているとするなら、作業チェック表
を用いて作業をした結果、訪問型職場適応援助者
の評価と一致が見られ、「よくできています」と褒
められると、次第に作業チェック表を用いる反応
を強化することになるであろう（表 2）。
つまり応用行動分析は、行動の結果に対して、報
酬を与えることで、望ましい行動の頻度を増やし
たり、不適切な行動を減らしたりするオペラント
条件づけであり、社会的学習理論等の行動理論に
基づいているといえる。
ここまでの反応の前後の関係について示したも
のが、図 1である。
図中にある SDは弁別刺激のことで、特定の弁別
刺激の下で、反応の出現頻度が制御されることを
刺激性制御といい、＜弁別刺激―反応―強化子＞
の関係のことを「行動随伴性」という。行動随伴
性という考え方を導入することで、ある状況下で
反応はどのような機能を持っているのか、つまり
「正の強化」を出すような働きを持っているのか、
あるいは「負の強化」をなくすような働きを持っ
ているのかという「ABCパラダイム」から考察す
ることができる。単に反応の形態のみを見ている
だけでは分からない、反応の直後の刺激変化につ

いても同様で、何らかの刺激が反応に続いて出現
したとしても、それが反応を増やすのか逆に減ら
すのかによって、その刺激の機能は変わってくる。
さらに、反応の前に存在する刺激状況がきっかけ
となって反応が自発されやすくなっているのか、
あるいは、その刺激状況だけでは不十分でほかの
働きかけが必要なのかということをわからせてく
れる。行動随伴性とは、人の行動が成立する一連
の流れの中で、刺激や反応の機能について教えて
くれる行動の考え方といえる。
人の行動は単一の＜弁別刺激―反応―強化子＞
という関係の中に現れるものだけではなく、それ
以外に行動連鎖という考え方もある。
図 2に行動連鎖の模式図を示した。それによる
と、x番目の＜弁別刺激―反応―強化子＞のまとま
りのことを、x番目リンクとすると、x番目のリン
クは、SD（x）、R（x）、SR（x）から成り立ってい
る。次に続く x＋ 1番目のリンクは、SD（x＋ 1）、
R（x＋ 1）、SR（x＋ 1）から成り立っている。そ
して、SR（x）と SD（x＋ 1）は同一の刺激ないし
は刺激変化であり、前者は、R（x）に対する強化
子、後者は R（x＋ 1）に対しての弁別刺激という
機能を持つことを示している。SD（x）のもと、R
（x）が自発され、SR（x）に相当する刺激変化が生
じる。この刺激変化は次のリンクにおける SD（x
＋ 1）として機能する。なお、ここでは正の強化で

表 1　「不完全な完了報告」の ABCパラダイム
A：先行条件※ B：行動※ C：結果事象※

訪問型職場適応援助者から、指示された作
業が終了する。

訪問型職場適応援助者に作業完了報告をす
る。

訪問型職場適応援助者から、「できていませ
ん」と指摘を受ける。

※ A：Antecedent Event（s）、B：Behavior、 C：Consequences

表 2　「作業チェック表を用いた完了報告」の ABCパラダイム
A：先行条件 B：行動 C：結果事象

訪問型職場適応援助者から、指示された作
業が終了する。

作業チェック表で確認してから、訪問型職
場適応援助者に完了報告をする。

訪問型職場適応援助者の作業評価と一致す
れば、「よくできています」と褒められる。

SD R SR

図 1　行動随伴性の模式図※

※　SDは弁別刺激、Rは反応、SRは強化子を示す。
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維持される行動随伴性を例としたが、他の随伴性
でも同様の理論が成り立つ。
ここで留意すべきことは、それぞれのリンクに
おけるSRは単独あるいは他の場面で出現したとし
ても、強化子としての機能を持つものでなくても
よいということである。最終のリンクにおける SR

は、強化力をもつものでなくてはならない。しか
し、それ以外のリンクにおける SRは、始めから強
化力を持っている必要はない。では、強化力のな
い刺激変化が、その前にくる反応を強化・維持す
ることができるのか。このことが行動連鎖や課題
分析に基づく支援で留意しなければならない重要
な点である。最終リンクを n番目とすると、その
SR（n）は強化力を持っているので、そのリンクに
おける SD（n）は、直前のリンクの R（n－ 1）に
対して条件性強化子として働き、そして同じメカ
ニズムで R（n－ 1）に先行する SD（n－ 1）も強
化力を持つこととなる。このようなメカニズムで
各リンクにおける反応は次の要素行動のSDへとつ
ながることで強化・維持されるのである。
就労支援で用いられる課題分析は、仕事などの
手順を小さな行動単位に分解することであるが、
この行動単位とは＜弁別刺激―反応―強化子＞と
いう随伴性の単位のことであり、一連の複雑に見
える行動を複数のリンクに分解して行動連鎖を作
ることに他ならない。実際、課題分析を行うには
知的障害者にとって分かりやすい弁別刺激や強化
子をうまく配置するようにしなければならない。
こうした課題分析による指導をすれば、即座に技
能の指導・支援が上手くいくとは限らない。ある
リンクで反応が自発しなかったり、誤った反応が
自発されるなどのつまずきが生じることが多い。

こうしたつまずきが生じる原因には 2つのことが
考えられる。1つは、そもそも当該の反応がレパー
トリーとして獲得されてない場合である。この場
合は、まずそのような反応自体をシェイピングや
モデリングなどの方法で獲得するところからス
タートする。
つまずきが生じる原因のもう 1つは、当該のリ
ンクにおいて想定した弁別刺激のもとで、反応が
自発されにくいことである。その弁別刺激のもと
で、自発された反応が過去に十分に強化されな
かったことが考えられる。この場合は、当該の弁
別刺激のもとで反応が自発されたら十分に強化し
て、刺激性制御の力を強めることが必要である。そ
こで用いられる方法が手がかり刺激、つまりプロ
ンプトである。障害者の技能が完全に自立的であ
るのであれば、課題分析内の各リンクにおける弁
別刺激によって反応が自発されるはずである。し
かし、技能の獲得途中では、弁別刺激のみでは反
応が自発されにくいことがある。そこで、プロン
プトによって反応がでるように手助けを行うので
ある。弁別刺激による刺激性制御力を強めるため
にプロンプトと共に用いられるが、援助者がそれ
ほど自覚的でないものが強化である。
図 2を職場実習の例で説明すると、障害者の反
応に対して、訪問型職場適応援助者から「よくで
きています」の言葉かけが各リンクの反応（R（x））
に対して、想定されている SR（x）とは独立して、
単独の強化子として働くことが期待される。こう
して当該の反応を十分に強化することで、刺激性
制御力を強め、同時にもともとの SR（x）の強化力
も増強することになる。
小川（2001）も「導入期の訓練では、課題分析

SD(x) R(x) SR(x) 

SD(x 1) R(x 1) SR(x 1)

SD(x 2) R(x 2) SR(x 2)
図 2　行動連鎖の模式図※

※  　括弧内の数値は、何番目のリンクかを示す数値である。x番目の弁別刺激（SD（x））のもと、反応（R（x））が生じ強化子（SR（x））
が出現し、その刺激が次のリンクの弁別刺激（SD（x+1））となっていることを示している。逆の見方をすると、x+1 番目のリンクに
おける弁別刺激（SD（x＋ 1））が、ひとつ前の x番目のリンクで強化子（SR（x））として働くことがわかる。
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のステップごとに、『そうです』、『いいですよ』な
どの声かけをしても多すぎることはない」と述べ
ている。このような声かけをする理由は、各リン
クにおける弁別刺激の刺激性制御力をつけるため
である。本来は、反応後の刺激変化が次のリンク
における弁別刺激として働くことを通じて、その
刺激変化自体が条件性の強化子としての機能を持
つはずである。ところが、知的障害者が仕事を覚
える過程では、強化力が弱く刺激性制御が働かな
い。そこで、刺激性制御力をつけるために、本来
の強化子とは別に強化子を提示するのである。

6　まとめ

以上のことから、課題分析を用いた就労支援で
は、反応が自発されにくい場合、訪問型職場適応
援助者はプロンプトを系統的に使い、時間の経過
と共にプロンプトは強いものから弱いものへ、多
いプロンプトから少ないプロンプトへと変化させ
ていると考えられる。こうしたプロンプトの変化
の過程はデータとして記録されることになる。し
かし、訪問型職場適応援助者が行う働きかけはプ
ロンプトだけではない。知的障害者の反応に対し
て、主に「声かけ」という刺激を与えることも行
われている。この声かけも実は大きな周囲からの
援助であり、時間の経過と共に減少していくこと
が期待される。訪問型職場適応援助者はこの経緯
についても記録しておくことが必要である。仮に
訪問型職場適応援助者が無自覚に強化子を提示
し、それが支援の終了段階でも必要で減少してい
ないのであれば、訪問型職場適応援助者がいない
状況では知的障害者は仕事を行うことができなく
なるであろう。あるいは、就労支援の初期段階か
ら訪問型職場適応援助者による強化子が不要であ
れば、次の新しい仕事を覚えるときにも、それほ
ど周囲の強化子は必要ないといえる。このような
情報は、これまでの就労支援の中では定式化され
て示されることはなかった。しかし、訪問型職場
適応援助者の存在や課題分析による指導は、知的
障害者に安定して仕事ができる状況をもたらして
いると考えられる。
今後は、プロンプトという反応に先行する事象

についてだけではなく、強化子という反応に接続
する事象についても、訪問型職場適応援助者は意
識して記録することが求められる。ここで重要と
なるのは、知的障害者を取り巻く周囲の誰もが同
様の手法を用いた援助ができるようになることで
ある。そのためには、訪問型職場適応援助者は就
労支援に関する援助方法やその成果を事業主に提
供するとともに、それを恒久的に維持するための
人的支援システムを雇用現場に構築することが求
められる。
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